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■検索用分類 　

仮設 繰り返し作業 Q 鳶工

基礎 工程数削減 C 土工

躯体（RC） 標準化・モジュール化 D 鉄筋工

躯体（S） 省人化 S 型枠工

外装 IT化・高効率化 E 左官工

内装 工場製品化・PCa化 鍛冶工

外構 ユニット化 金属工

設備 機械化 内装工

IT化 多能工化・共業化 電工

特殊構工法 VE・設計変更 配管工
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特　許 各木質系構造材料の各メーカーが特許を取得している。

木質材料の集成材やCLT、LVLの加工性や軽量性、可搬性を活かすことで、
省人化・合理化を実現する工法。
これまで非住宅分野における木質系構造部材の適用の割合は低いものの技
術開発や法律の整備も進み適用事例の増加が期待できる。

特　徴
・

効　果
・

メリット

【工期】
・工場で製造されたものを作業所で建方・組立施工を行うことにより工期の短
縮が可能となる。
【コスト】
・一般市場に流通する木質部材を採用すれば他の構造種別に比べてコストダ
ウンが可能となる。
【環境】
・国産木材を原材料とする部材を採用することで森林資源の循環にも寄与・貢
献することができる。
【建物性能】
・他の構造種別と同様に柱梁に生じる応力により部材設計を行うことから、木
造であっても建物の構造性能は適正に確保される。
【注意事項】
・腐朽・蟻害等の木質材料特有の問題を回避するような使用方法もしくは対策
が必要となる。

適用条件
各種構工法で定められた適用範囲・適用条件に合致した使用が求められる。
また、部材適用箇所の個々の条件に応じて可否の検討が必要となる。

メーカー等 JAS認定工場等

備　考
建築基準法で定められた防耐火基準に合致した技術・商品を選択することが
必要で、各メーカーの国土交通大臣認定の条件を十分に確認する。

検討時期 部位・種別 着眼点 効果 職種
Phase0（営業）

Phase1（企画）

Phase2（基本設計）

Phase3（実施設計）

Phase4（施工準備）

Phase5(施工）

適用事例③ CLTを用いた耐震改修事例 

適用事例① 耐火集成材を用いた事例と適用箇所 

適用事例② 集成材（大断面）の建方工事状況 
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